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第一部【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

中間連結会計期間
第56期

中間連結会計期間
第55期

会計期間
自　2024年4月 1日
至　2024年9月30日

自　2025年4月 1日
至　2025年9月30日

自　2024年4月 1日
至　2025年3月31日

売上高 （千円） 12,115,565 9,076,031 23,717,112

経常利益 （千円） 480,764 442,200 1,164,713

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 293,766 304,591 749,323

中間包括利益又は包括利益 （千円） 294,968 455,582 849,192

純資産額 （千円） 12,881,048 13,576,915 13,291,330

総資産額 （千円） 20,064,500 18,789,892 21,073,060

1株当たり中間（当期）純利益 （円） 44.56 45.82 113.29

潜在株式調整後1株当たり中間

（当期）純利益
（円） 44.05 45.30 112.00

自己資本比率 （％） 62.6 70.5 61.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,680,713 △1,428,886 3,047,307

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △427,688 △167,798 △792,765

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △130,992 △197,132 △301,844

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 9,366,750 8,332,078 10,198,179

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

2 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第2 【事業の状況】

1 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、所得環境の改善や個人消費の持ち直し、訪日外国人の増加など、

緩やかな回復基調で推移しました。一方で、継続的な物価上昇、米国の関税政策、ウクライナや中東の不安定な

国際情勢の長期化など、国内外の経済の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

建設業界におきましては、公共投資、民間投資共に緩やかながら増加し、建設需要全体としては底堅く推移し

ました。一方で、建設資材価格の高止まりに加えて、現場従事者の高齢化・人手不足・時間外労働の上限規制な

ど、構造的な課題を引き続き抱えております。

このような状況のもと、当社グループは2024年度を初年度とし、新中期経営計画の5つの重要戦略（事業別戦

略、開発戦略、環境・デジタル戦略、経営基盤の強化、資本効率経営の推進）を通じて、変化する社会課題に取

り組み、持続可能な100年企業を目指しております。

当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ大型の地盤改良工事が増加したものの、大型の杭工事が減少

したことで90億76百万円（前年同期比25.1％減）となりました。利益につきましては、全般的な労務費の上昇

や、販売費及び一般管理費が増加した影響もありましたが、施工効率の向上や契約条件の最適化などの営業活動

の取り組みなどにより、営業利益は4億54百万円（前年同期比2.5％増）、経常利益は為替差損を計上したことに

より、4億42百万円（前年同期比8.0％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は3億4百万円（前年同期比3.7％

増）となりました。

 

当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ22億83百万円減少し、187億89百万円とな

りました。これは主に投資その他の資産のその他で投資有価証券などが2億71百万円、未収入金が2億11百万円増

加したものの、現金預金が18億60百万円、受取手形・完成工事未収入金及び契約資産等が10億23百万円減少した

ことによるものであります。

当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ25億68百万円減少し、52億12百万円とな

りました。これは主に支払手形・工事未払金等が19億59百万円、流動負債のその他で未払消費税等などが5億54百

万円減少したことによるものであります。当中間連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比

べ2億85百万円増加し、135億76百万円となりました。これは主にその他有価証券評価差額金が1億65百万円、利益

剰余金が1億5百万円増加したことによるものであります。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

建設事業は、主に工場関連や物流施設の大型の地盤改良工事が増加したものの、鉄道などのインフラ関連の大

型の杭工事が減少したことから、売上高は89億81百万円（前年同期比25.4％減）となりました。また、利益につ

きましては、全般的な労務費の上昇の影響がありましたが、施工効率の向上や契約条件の最適化などの営業活動

の取り組みなどにより、セグメント利益は5億30百万円（前年同期比1.8％増）となりました。

 

（土木建築コンサルティング全般等事業）

土木建築コンサルティング全般等事業は、主に実験・試験業務が増加したことにより、売上高は80百万円（前

年同期比33.8％増）となりました。また、利益につきましては、外注費や労務費などの増加の影響もありセグメ

ント損失は80百万円（前年同期は82百万円の損失）となりました。

 

（その他の事業）

その他の事業は、川崎市に所有している不動産の賃貸により、売上高は13百万円（前年同期比0.0％増）、セグ

メント利益は5百万円（前年同期比12.4％増）となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて18

億66百万円減少し、当中間連結会計期間末には83億32百万円（前年同期比11.0％減）となりました。

 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、14億28百万円（前中間連結会計期間は16億80百万円の収入）となりまし

た。これは主に売上債権及び契約資産の減少6億11百万円により資金が増加したものの、仕入債務の減少19億55

百万円により資金が減少したためであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、1億67百万円（前中間連結会計期間は4億27百万円の支出）となりました。

これは主に有価証券の償還による収入2億円により資金が増加したものの、有形固定資産の取得による支出3億9

百万円により資金が減少したためであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、1億97百万円（前中間連結会計期間は1億30百万円の支出）となりました。

これは主に配当金の支払額1億97百万円により資金が減少したためであります。

 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

（6）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、6百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

3 【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第3 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,347,680 7,347,680
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数

100株

計 7,347,680 7,347,680 － －

（注）1．2025年7月18日開催の取締役会決議により、譲渡制限付株式報酬として、2025年8月6日付で自己株式23,285

株を処分しております。

2．提出日現在の発行済株式のうち82,545株は、譲渡制限付株式報酬として、自己株式を処分した際の現物出資

（金銭報酬債権　90,008千円）によるものであります。

 

（2） 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（3） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年4月 1日～
2025年9月30日

－ 7,347,680 － 1,710,900 － 2,330,219
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（5） 【大株主の状況】

  2025年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

UH Partners 2投資事業有限責

任組合
東京都豊島区南池袋2－9－9 514 7.47

光通信KK投資事業有限責任組

合
東京都豊島区西池袋1－4－10 440 6.40

住商セメント株式会社 東京都千代田区神田錦町1－4－3 432 6.28

 MUCC商事株式会社  東京都品川区東品川2－2－20 317 4.60

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人 インタラクティ

ブ・ブローカーズ証券株式会

社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関3－2－5）

271 3.94

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2－1－1 253 3.67

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1－1－2 220 3.20

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1－4－1 220 3.19

樗沢　佐江子 神奈川県三浦郡 213 3.09

株式会社日本カストディ銀行

（信託E口）
東京都中央区晴海1－8－12 212 3.09

計 － 3,094 44.99

　（注）株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式212千株は自己株式数に含まれておりません。
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（6） 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 470,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,871,100 68,711 －

単元未満株式 普通株式 6,580 － －

発行済株式総数  7,347,680 － －

総株主の議決権  － 68,711 －

　（注）完全議決権株式（自己株式等）の自己保有株式に株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する212,600株

は含まれておりません。

 

②【自己株式等】

    2025年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス
東京都港区芝5-25-11 470,000 － 470,000 6.39

計 － 470,000 － 470,000 6.39

　（注）自己株式に株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する212,600株は含まれておりません。

 

2 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて

記載しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第1編

及び第3編の規定により第1種中間連結財務諸表を作成しております。

 

2．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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1 【中間連結財務諸表】

（1） 【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年3月31日)

当中間連結会計期間
(2025年9月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 10,230,351 8,370,288

受取手形・完成工事未収入金及び契約資産等 3,512,838 2,489,028

電子記録債権 ※1 1,394,132 1,571,049

未成工事支出金等 1,074,069 1,157,324

未収入金 ※2 362,646 ※2 574,510

その他 384,762 293,762

貸倒引当金 △1,518 △1,888

流動資産合計 16,957,282 14,454,075

固定資産   

有形固定資産 2,892,705 2,786,680

無形固定資産   

のれん 7,586 5,419

その他 187,566 243,368

無形固定資産合計 195,153 248,787

投資その他の資産   

その他 1,031,816 1,303,471

貸倒引当金 △3,897 △3,122

投資その他の資産合計 1,027,919 1,300,349

固定資産合計 4,115,778 4,335,817

資産合計 21,073,060 18,789,892
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年3月31日)

当中間連結会計期間
(2025年9月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,032,109 3,072,285

未払法人税等 370,384 221,844

契約負債 254,750 258,105

工事損失引当金 26,700 5,500

その他の引当金 156,447 142,749

その他 1,126,524 571,920

流動負債合計 6,966,916 4,272,406

固定負債   

退職給付に係る負債 535,659 526,381

引当金 97,707 119,449

その他 181,447 294,739

固定負債合計 814,813 940,570

負債合計 7,781,730 5,212,976

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,353,342 2,367,196

利益剰余金 9,162,481 9,268,296

自己株式 △486,091 △470,268

株主資本合計 12,740,631 12,876,125

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 215,277 380,974

為替換算調整勘定 △12,177 △4,722

その他の包括利益累計額合計 203,099 376,251

新株予約権 48,009 48,009

非支配株主持分 299,589 276,528

純資産合計 13,291,330 13,576,915

負債純資産合計 21,073,060 18,789,892
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（2） 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年4月 1日
　至　2024年9月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年4月 1日
　至　2025年9月30日)

売上高 12,115,565 9,076,031

売上原価 10,471,354 7,321,323

売上総利益 1,644,211 1,754,707

販売費及び一般管理費 ※1 1,201,250 ※1 1,300,512

営業利益 442,961 454,195

営業外収益   

受取利息 715 2,204

受取配当金 9,317 10,258

仕入割引 5,992 6,186

物品売却益 2,947 2,608

補助金収入 － 6,797

為替差益 16,002 －

その他 3,095 6,227

営業外収益合計 38,071 34,283

営業外費用   

為替差損 － 46,125

控除対象外消費税等 264 147

その他 3 5

営業外費用合計 267 46,277

経常利益 480,764 442,200

特別利益   

固定資産売却益 1,709 6,399

特別利益合計 1,709 6,399

特別損失   

固定資産処分損 185 0

損害補償損失引当金繰入 60,000 －

特別損失合計 60,185 0

税金等調整前中間純利益 422,288 448,600

法人税等 151,590 166,169

中間純利益 270,697 282,430

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △23,068 △22,160

親会社株主に帰属する中間純利益 293,766 304,591
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年4月 1日
　至　2024年9月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年4月 1日
　至　2025年9月30日)

中間純利益 270,697 282,430

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 29,263 165,697

為替換算調整勘定 △4,993 7,454

その他の包括利益合計 24,270 173,152

中間包括利益 294,968 455,582

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 318,036 477,743

非支配株主に係る中間包括利益 △23,068 △22,160
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（3） 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年4月 1日
　至　2024年9月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年4月 1日
　至　2025年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 422,288 448,600

減価償却費 259,210 298,075

のれん償却額 2,167 2,167

引当金の増減額（△は減少） 65,128 12

取締役賞与引当金の増減額（△は減少） － △22,851

受取利息及び受取配当金 △10,033 △12,463

有形固定資産除売却損益（△は益） △1,523 △6,399

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 6,062 611,661

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 237,840 △93,562

仕入債務の増減額（△は減少） 702,015 △1,955,505

契約負債の増減額（△は減少） △203,670 4,914

その他 194,245 △417,898

小計 1,673,731 △1,143,249

利息及び配当金の受取額 9,923 11,826

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,940 △297,464

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,680,713 △1,428,886

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △401,524 △309,129

有形固定資産の売却による収入 14,029 21,965

無形固定資産の取得による支出 △35,922 △72,848

投資有価証券の取得による支出 △416 △180

有価証券の償還による収入 － 200,000

貸付けによる支出 △500 △2,385

貸付金の回収による収入 1,507 1,494

敷金及び保証金の差入による支出 △5,507 △1,553

敷金及び保証金の回収による収入 4,195 2,062

その他 △3,548 △7,223

投資活動によるキャッシュ・フロー △427,688 △167,798

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △34 －

自己株式の処分による収入 － 28,687

配当金の支払額 △127,929 △197,505

非支配株主への配当金の支払額 △900 △900

リース債務の返済による支出 △2,191 △27,414

その他 63 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △130,992 △197,132

現金及び現金同等物に係る換算差額 △97,539 △72,282

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,024,492 △1,866,100

現金及び現金同等物の期首残高 8,342,257 10,198,179

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 9,366,750 ※1 8,332,078
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※1　電子記録債権譲渡高

 
前連結会計年度
（2025年3月31日）

当中間連結会計期間
（2025年9月30日）

電子記録債権譲渡高 3,866千円 －千円

 

※2　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
前連結会計年度
（2025年3月31日）

当中間連結会計期間
（2025年9月30日）

未収入金 287,151千円 520,235千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年4月 1日
　　至 2024年9月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年4月 1日
　　至 2025年9月30日）

給与及び賞与 417,098千円 445,936千円

賞与引当金繰入額 66,237 68,168

退職給付費用 22,654 26,625

株式報酬費用 10,904 13,135

貸倒引当金繰入額 △1,480 419

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※1　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年4月 1日
至 2024年9月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年4月 1日
至 2025年9月30日）

現金預金勘定 9,397,337千円 8,370,288千円

J-ESOP信託別段預金 △25,654 △32,581

その他 △4,933 △5,629

現金及び現金同等物 9,366,750 8,332,078
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年4月1日　至　2024年9月30日）

1．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年6月27日

定時株主総会
普通株式 128,650 19 2024年3月31日 2024年6月28日 利益剰余金

　（注）配当金の総額は、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金4,106千円を含め

て記載しております。

 

2．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月8日

取締役会
普通株式 143,941 21 2024年9月30日 2024年12月3日 利益剰余金

　（注）配当金の総額は、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金4,494千円を含め

て記載しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年4月1日　至　2025年9月30日）

1．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年6月27日

定時株主総会
普通株式 198,776 29 2025年3月31日 2025年6月30日 利益剰余金

　（注）配当金の総額は、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金6,206千円を含め

て記載しております。

 

2．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月7日

取締役会
普通株式 178,818 26 2025年9月30日 2025年12月4日 利益剰余金

　（注）配当金の総額は、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金5,529千円を含め

て記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年4月1日　至　2024年9月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

(注)1

中間連結

損益計算書

計上額

(注)2
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

顧客との契約から生じ

る収益
12,034,521 60,393 － 12,094,914 － 12,094,914

その他の収益 7,146 － 13,504 20,650 － 20,650

外部顧客への売上高 12,041,667 60,393 13,504 12,115,565 － 12,115,565

セグメント間の内部　

売上高又は振替高
－ 4,453 － 4,453 △4,453 －

計 12,041,667 64,846 13,504 12,120,018 △4,453 12,115,565

セグメント利益又は損失

（△）
520,550 △82,182 4,593 442,961 － 442,961

（注）1.セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

2.セグメント利益又は損失の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年4月1日　至　2025年9月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

(注)1

中間連結

損益計算書

計上額

(注)2
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

顧客との契約から生じ

る収益
8,975,186 80,791 － 9,055,978 － 9,055,978

その他の収益 6,543 － 13,509 20,052 － 20,052

外部顧客への売上高 8,981,730 80,791 13,509 9,076,031 － 9,076,031

セグメント間の内部　

売上高又は振替高
－ 5,061 － 5,061 △5,061 －

計 8,981,730 85,853 13,509 9,081,092 △5,061 9,076,031

セグメント利益又は損失

（△）
530,017 △80,985 5,162 454,195 － 454,195

（注）1.セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

2.セグメント利益又は損失の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年4月 1日
至　2024年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日
至　2025年9月30日）

一定の期間にわたり移転される財又はサービス

一時点で移転される財又はサービス

7,084,445

5,010,469

2,332,222

6,723,755

顧客との契約から生じる収益 12,094,914 9,055,978

（注）1．収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第30号　2024年9月13日）第95項に定める代替的

な取扱いを適用することにより、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、

一時点で移転される財又はサービスに含めております。

2．報告セグメント別に分解した収益については、「第4　経理の状況　1　中間連結財務諸表　注記事項　（セグ

メント情報等）」に記載しております。

 

（1株当たり情報）

　1株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後1株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年4月 1日
至　2024年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日
至　2025年9月30日）

(1) 1株当たり中間純利益 44.56円 45.82円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 293,766 304,591

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（千円）
293,766 304,591

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,592 6,647

(2) 潜在株式調整後1株当たり中間純利益 44.05円 45.30円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 76 76

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）1株当たり中間純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数につ

いては、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定し

ております（前中間連結会計期間214千株、当中間連結会計期間213千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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2 【その他】

 2025年11月7日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 ………………………………………… 178,818千円

（ロ）1株当たりの金額 ……………………………………… 26円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 …………… 2025年12月4日

（注）1．2025年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

2．配当金の総額は、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金5,529千円

を含めて記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年11月10日

株式会社テノックス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　 東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高 﨑 博

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木 村 純 一

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノック

スの2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の2025年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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